
日本居住福祉学会2023年度研究報告
会・研究費獲得セミナー

賃貸住宅経営の合理性
――国際比較からの検討

報告：
佐藤和宏(高崎経済大学地域政策学部)
kazuhirosato@tcue.ac.jp

1

mailto:kazuhirosato@tcue.ac.jp


目次．

1．本報告の位置づけ
2．賃貸住宅に関する先行研究
①国際比較②日本の文脈③先行研究からの差異化

3．資本主義の下のlandlordism
①拡大と停滞②分岐③住宅金融／補完性

4．くいつぶし型経営
①特殊性②同時代的な意義③現代的な意義

2



１．本報告の位置づけ
①本報告の目的
• 賃貸住宅経営の合理性について、歴史的・国際比較的な分析を行う

②本報告の問題意識
（a）筆者は、博士論文にて、くいつぶし型経営という、戦後日本東京圏における、特
殊な民間賃貸経営についての検討を行った（佐藤 2021）
（b）博士論文の出版に向けて、賃貸住宅経営に関する理論的整理・深化を目的

③予想される意義
（a）くいつぶし型経営が、賃貸住宅経営において、どのように位置づけられるのか
（b）賃貸住宅政策の規範的な議論に接続するための前提として、経営的合理性を
解明する
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2．賃貸住宅に関する先行研究①国際比較
①収斂論：Harloe（1985）
• 住宅はまず商品化され、福祉国家によって脱市場化されるが、1980年代以降に

は再商品化される

②分岐論：Kemeny（1995）
（a）Harloeは、各国の住宅政策が上記のように収斂するとしたが、実際には、テ
ニュアには多様性がある
（b）こうした多様性は、住宅レジームとして総括可能
…賃貸市場の分岐・住宅の脱商品化がカギとなっており、民間賃貸と社会賃貸が
一元的に統合されているか（ユニタリーモデル）、民間賃貸と社会賃貸が分断して
いるか（デュアリストモデル）

③現時点での総括：Blackwell&Kohl（2019）
• 時代的な共通性と空間的な差異に着目する
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2．②日本の文脈
①日本の住宅政策：佐藤（2009）
• 住宅政策が、持家を中心としつつ、借家法と社宅がそれを補完
→Kemenyの議論では、デュアリストモデルに位置づけ

②福祉国家と民間賃貸住宅：佐藤（1999）
（a）Kemenyの議論によれば、イデオロギーと住宅政策の方向性は一致する想定
→privatismであれば民間賃貸への規制が弱いはず
←日本は、デュアリストモデル・privatismでありながら、借家法による強い規制
（正当事由、相当家賃の援用）があるのはなぜか？
（b）福祉国家と一般条項
（ⅰ）都市計画の土地利用規制の弱さ、所得保障（公営住宅、住宅手当）の少なさ
を代替
（ⅱ）借家関係（家主と借家人）に対する広範な調整機能
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2．③先行研究からの差異化
①問いの立て方
（a）1980年代以降、日本でも「福祉国家における住宅政策」の研究群が登場
→軒並み厳しい評価
（b）「住宅政策の側面からみた場合、福祉国家とは言えない」⇔住宅政策が福祉
国家的でないながらも、なぜやってこれたのか？／なぜ福祉国家的にならなかった
のか？

②家主と福祉国家の関係
（a）サービス供給…福祉の社会的分業からみれば、民間賃貸の家主は、一つの供
給主体
（b）アドボカシー…家主にとって利益になるような政策の要求
→家主に着目して、賃貸住宅経営から賃貸住宅研究を行う
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補足．福祉国家からみた住宅政策評価
• （戦後直後から1965年までの時期を対象として）「この時期までのわが国住宅

法制と住宅政策が，本章の序説でみたような”福祉国家の住宅政策”たる論理や
内容をもつものでなかったことは，もはや多言を要すまい」（原田 1985: 394）

• 「総体として国民の福祉とは無関係な「住宅政策」という名の独占資本に奉仕す
る経済政策の一環にしかすぎない．これは，福祉国家の住宅政策とは似て非なる
ものである．歴史的に，そして今日も，わが国では福祉国家としての住宅政策の名
に値するものは存在しないといっても過言ではないであろう．言葉を替えて言えば，
わが国は，住宅政策の側面からみた場合，福祉国家とは言えない」 （大本
1985: 452）

• 「戦後の日本は，基本的人権の尊重と民主主義国家を標榜する新憲法のもと，さ
まざまな分野で曲がりなりにも最低生活保障の確立に努めてきた．だが住居に関
しては，憲法25条の理念も法制度もまったく存在しない．住宅政策は自助主義・
持家主義・戸数主義・経済政策の手段等に明らかに偏ってきた（早川 1996: 
ⅱ）」
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3．資本主義の下のlandlordism①拡大と停滞
①住宅問題の発生
• 資本主義化、都市化に伴って、住宅問題が発生
「元来、資本主義のもとでの住宅問題は、産業革命後の資本制工場生産の急速な
発展によって必然化された都市労働者階級の住宅問題(ないしその生活過程の貧
困化の問題)として登場してきた」（原田 1985: 320）

②landlordismの危機（Lowe 2011:13）
• 19世紀までは、大工、雇用主なども含めて民間賃貸は利益を享受
• 19世紀半ば以降、公衆衛生の観点から、住宅の物的基準、スラムクリアランスな

どが実施されるようになる
→19世紀末、それまでのように利益を出すことが難しくなり、家主は市場からの撤
退に直面
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3．②分岐
①統合の危機
（a）第一次世界大戦では、総力戦体制の下、政府としては、家賃値上げの要求を通
じた労働運動の高揚への危機感
（b）民間借家への規制という消極的規制から、社会住宅の供給という積極的住宅
政策への転換へ

②賃貸市場の分岐（Lowe 2011:box2.1）
（a）イギリス：小規模家主が中心→賃貸市場から家主が撤退→自治体によって公
営住宅を提供
（b）ドイツ：貴族層・大規模地主層が家主→民間家主・多様な家主が、一定の条件
を満たすことで社会住宅を供給
→賃貸住宅政策の分岐と経路依存：現代に至る刻印
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3．③住宅金融／補完性
①住宅金融の分離・独立：Blackwell&Kohl（2019）
（a）アングロサクソン圏
• 住宅金融が他の金融から独立→住宅金融は他の金融と競争する必要がない→

住宅金融で利益を上げる必要がない→戸建てが支配的
（b）大陸ヨーロッパ
• 住宅金融が他の金融から独立していない→住宅金融は他の金融と競争する必要

がある→住宅金融で利益を上げる必要→共同住宅が支配的

②補完性
（a）民間賃貸セクターを規定する要因については不明確（Crook& Kemp 
2014）
（b）家主の組織化、法制度、住宅金融が補完的関係（？）
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表．国際比較からみたlandlordismの比較（1970年代あたりまで）

出典：参考文献群より、筆者作成 11

日本 ドイツ イギリス

主なテニュア・建て方 戸建て 共同住宅 戸建て

住宅金融 預金型 債権型 預金型

支配的な賃貸 民間賃貸 社会賃貸 公営住宅

民間賃貸の担い手 くいつぶし型家主 貴族・地主層 小規模家主

家主の組織化 されず された 別の投資先



4．くいつぶし型経営①特殊性
＊民間賃貸市場＞「戦後」「日本」「東京圏」の民間賃貸市場
①法規制・政策的目安
（a）強制力を伴った居住水準は存在せず（上杉・浅見 2009）
（b）居住水準に応じた住居費負担の目安が存在せず cf.標準家賃制度（ドイツ）

②担い手としての家主（佐藤 2021）
（a）経済的合理性に基づいていない
（b）家主が組織化されない

③住宅金融
（a）住宅金融は持家中心
（b）家主は住宅金融に依存しない範囲で賃貸住宅を供給 12



4．②同時代的な意義
①欧米では、第一次世界大戦から1970年代まで、民間賃貸部門が長期に衰退
（Harloe 1985）
（a）必ずしも家賃規制・立ち退き規制によるものではなく、経済成長による持家取
得と社会住宅供給によって、残余的なテニュアになったため
（b）最も所得の低い集団が借家人となると、市場家賃を支払えないため、民間家
主は管理を放棄する

②日本では、戦後直後に持家率が急上昇し、1973年に持家率が底を打つ
（a）農村から都市への人口流入により住宅需要（ことに民間賃貸需要）があったた
め、民間賃貸がその受け皿に
（b）都市計画による土地利用規制の弱さ、所得保障の少なさ、借家法の強さだけ
に還元できない、家主のプレゼンス
→サービス供給において重要⇔アドボカシーにおいて沈黙

13



4．③現代的な意義

①世界的なトレンド
（a）1980年代以降、持家率上昇、社会賃貸の民営化路線、民間賃貸市場の活性
化が目指される
（b）ただ、民間賃貸市場においては、多くの国ではより多くの法人家主を望んでい
るが、ほとんどの国には法人家主が多くない（Crook＆Kemp 2014）

②日本的偏差
（a）1990年代以降、民間賃貸住宅「政策」が登場し、活性化が目指されたことは
共通
（b）家主は現在も個人家主が支配的⇔合理的主体（家賃債務保証会社、管理会
社）による民間賃貸市場の変容
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